


































 

 

（別紙）  
工事成績相互利用登録機関（令和 6 年 2 月 29 日現在） 

■中央官庁営繕担当課長連絡調整会議構成員 

中央官庁 発注機関・部署等 

衆議院 衆議院庶務部営繕課及び電気施設課 

参議院 参議院事務局管理部営繕課、電気施設課 

国立国会図書館 国立国会図書館総務部会計課及び国立国会図書館関西館総務課 

最高裁判所 最高裁判所及び各高等裁判所 

内閣府 

（内閣官房） 

内閣府大臣官房会計課 

内閣総務官室（会計担当） 

沖縄総合事務局開発建設部営繕課 

警察庁 

警察庁長官官房会計課 

警察大学校、科学警察研究所、皇宮警察本部、各管区警察局、各管区警

察学校、北海道警察情報通信部及び東京都警察情報通信部 

警視庁 及び各道府 県警 察本部の発 注に係る工事 のうち支出負担 行為 担

当官が発注するもの 

法務省 

法 務 省 大 臣 官 房 施 設 課 及 び各 法 務 局 、検 察 庁 、行 刑 施 設 、少 年 施 設 、 

鑑別所、観察所、出入国在留管理庁（旧入国管理局を含む。）、公安調

査局 

外務省 大臣官房会計課 

財務省  財 務 本 省 、国 税 庁 及 び地 方 支 分 部 局 の発 注 に係 る工 事  

文部科学省 
文 部 科 学 省 等  

国 立 大 学 法 人 等  

厚生労働省 厚 生 労 働 省  

農林水産省 
農林水産省大臣官房経理課（～H27.9.30）  

   〃     〃   予算課（H27.10.1～） 

国土交通省 

大臣官房官庁営繕部、地方整備局(営繕部及び営繕事務所）及び北海道

開発局営繕部 

航空局空港技術課（旧空港安全・保安対策課、旧技術企画課、旧建設課

を含 む。） 、地 方 航 空 局 空 港 部 建 築 室 （ 旧 土 木 建 築 課 を含 む。） 及 び機  

械 課 並 びに航 空 交 通 管 制 部 施 設 運 用 管 理 官 （ 旧 施 設 課 を含 み、旧 航 空

灯火・電気技術室を除く。） 

環境省 
自然 環 境 局、各 国 民公 園 等管 理 事 務所、各 地方 環 境事 務 所、各 都 道府

県の自然公園等事業担当部（局） （環境省から施行委任したものに限る） 

防衛省 

北 海 道 、東 北 、北 関 東 、南 関 東 、近 畿 中 部 、中 国 四 国 、九 州 、沖 縄 各 防 

衛 局 （ 旧 防 衛 施 設 局 を含 む。） 及 び帯 広 、東 海 、熊 本 各 防 衛 支 局 （ 旧 防  

衛施設支局を含む。） 

本省内部部局、防衛大学校、防衛医科大学校、防衛研究所、統合幕僚監

部、陸上幕僚監部、海上幕僚監部、航空幕僚監部、情報本部、防衛監察

本部、陸上自衛隊、海上自衛隊、航空自衛隊、防衛装備庁 
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別紙 

 

工事請負契約書（案） 

 

工 事 名   名古屋工業大学 19号館空調用動力設備改修工事（Ⅲ期） 

 

請負代金額   金               円也 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金          円也） 

 

発注者 国立大学法人名古屋工業大学 契約担当役 宮川 勉 と，受注者 ［商号名］ ［役職名］ ［代表

者名］  代理人 ［商号名］ ［役職名］ ［氏名］ との間において，上記の工事（以下「工事」という。）につい

て，上記の請負代金額で，次の条項によって請負契約を締結し，信義に従って誠実にこれを履行するもの

とする。 

 

第１条 受注者は，別冊の設計図書に基づいて，工事を完成するものとする。 

第２条 工事は，名古屋市昭和区御器所町 名古屋工業大学御器所団地構内において施工するものとする。 

第３条 着工時期は，［契約締結日の翌日］とする。 

第４条 完成期限は，2025年 11月 28日とする。 

第５条 契約保証金は契約金額の 100分の 10以上の額を納付する。ただし，金融機関若しくは保証事業会社の保

証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また，公共工事履行保証証券による保証を付し，又は履

行保証保険契約の締結を行った場合は，契約保証金を免除する。 

第６条 受注者は，工事の目的物及び工事材料について組立保険契約を締結するものとする。 

第７条 請負代金（前払金及び中間前払金を含む。）は，受注者からの適法な請求書に基づき[3 回以内]で支払うも

のとする。 

第８条 請負代金のうち，10分の 4以内の額を前払金として前払いするものとする。この支払は，請求書及び保証事

業会社の保証証書を受理した日から 14日以内に支払うものとする。 

第９条 請負代金のうち，10 分の 2 以内の額を中間前払金として前払いするものとする。この支払は，前条の前払

金の支払を受けた後，請求書及び保証事業会社の保証証書を受理した日から 14 日以内に支払うものとする。 

第１０条 請負代金のうち，前払金（中間前払金を含む。）を除く請負代金の支払いは，請求書を受理した月の翌月末

までに支払うものとする。 

第１１条 請負代金（前払金及び中間前払金を含む。）の請求書は，国立大学法人名古屋工業大学施設企画課に送

付するものとする。 

第１２条 完成通知書は，国立大学法人名古屋工業大学施設企画課に送付するものとする。 

第１３条 発注者は，受注者（受注者が共同企業体であるときは，その構成員のいずれかの者。以下この条において

同じ。）が次の各号のいずれかに該当するときは，直ちにこの契約を解除することができる。 

一 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を，受注者が法人

である場合にはその役員，その支店又は常時契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質的に
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関与している者をいう。以下この条において同じ。）が，暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）

又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）であると認め

られるとき。 

二 役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て，暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。 

三 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し，又は便宜を供与するなど直接的あるいは積

極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与していると認められるとき。 

四 役員等が，暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると認められる

とき。 

五 役員等が，暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

六 下請契約又は資材，原材料の購入契約その他の契約に当たり，その相手方が第一号から第五号まで

のいずれかに該当することを知りながら，当該者と契約を締結したと認められるとき。 

七 受注者が，第一号から第五号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材，原材料の購入契約

その他の契約の相手方としていた場合（第六号に該当する場合を除く。）に，発注者が受注者に対して

当該契約の解除を求め，受注者がこれに従わなかったとき。 

第１４条 この契約についての一般的約定事項は，国立大学法人名古屋工業大学工事請負契約基準によるものとす

る。 

第１５条 この契約に定めのない事項について，これを定める必要がある場合は，発注者と受注者が協議して定めるも

のとする。 

 

この証として本書 2通を作成し，当事者記名押印の上，各自 1通を保有する。 

 

2025年   月   日 

 

発注者 

名古屋市昭和区御器所町字木市 29番 

国立大学法人名古屋工業大学 

契約担当役 宮川 勉 

 

受注者 

［住所］ 

［商号名］ 

［役職名・代表者名］ 

代理人 

［住所］ 

［商号名］ 

［役職名・氏名］ 


